
平成 27 年 4 月 28 日

各位

株式会社池田泉州ホールディングス

当社及び当社子会社における本部組織の一部変更について

株式会社池田泉州ホールディングス（社長 藤田博久）及び当社の完全子会社である株式会社池田泉州銀行

（頭取 藤田博久）は、平成27年5月1日付で下記の通り本部組織を一部変更することといたしましたので、お知

らせいたします。

記

Ⅰ．池田泉州銀行

1. 本部組織変更の目的

当行は、平成 22 年 5 月の合併以来、関西を代表する『独立系の地方銀行』として、『地域の皆さまのお役

に立つ』銀行を目指してまいりましたが、合併 5 周年を迎えるに当たり、『お客さま第一主義』の更なる推進を

図るため、本部組織を一部変更し、地域との“リレーション”機能を更に強化してまいります。

当行は、お客さまとの“ご縁”を大切に、関西No.1のリレーションシップ地域金融グループを目指して、『地

域の皆さまからのご支持 No.1』のご評価を頂けますよう、これからも全力で取り組んでまいります。

2. 本部組織変更の内容

① 『提案推進室』を『リレーション推進部』へ拡大・強化

『提案推進室』は、地元企業のさまざまなニーズや課題に対し、戦略3本部（アジアチャイナ本部、

先進テクノ本部、プライベートバンキング本部）とも連携を図りながら、解決のサポートを担うセクショ

ンとして活動してまいりましたが、『お客様との対話（Communication）』を通じて、『良好なビジネス

パートナーとしての関係（Relation）』を築き、これまで以上に『課題解決（Solution）のサポート』を図

っていくことを念頭に置き、『提案推進室』を『リレーション推進部』へ改組の上、名称を変更いたし

ます。

➢ 『提案推進室』を『リレーション推進部』へ拡大・強化 



② 『地域創生室』の新設

当行では平成 23 年 3 月の大阪府堺市との協定締結を皮切りに、現在までに 19 の府市町と地

域振興や産業振興等の協定を結んでおり、これまで『提案推進室 地域振興グループ』が担当とし

て協定の締結から振興策の策定、推進を行ってきましたが、さらに『地域との共生』を深化させてい

くため、『提案推進室 地域振興グループ』を『地域創生室』として発展、強化を図ります。

『地域創生室』は、これまでに培ったノウハウを活かしながら、『地方版総合戦略』の策定及び推

進にも積極的に参画し、地域経済の活性化に貢献してまいります。

③ 『創業支援デスク』の設置

『総合戦略』の閣議決定以降、当行では各地方公共団体に対し、課題やニーズ、地域金融機関

に期待する役割等のヒアリングに努めてまいりましたが、中でも『創業支援』に対するニーズが高い

ことを踏まえ、『地域創生室』内に『創業支援デスク』を新設いたします。

『創業支援デスク』では、創業支援に関するノウハウを有する機関とのネットワーク構築や、各地

方公共団体との連携等を図りながら、創業期の事業者様に対するサポートを強化いたします。また、

ネットワーク構築の第一弾として、阪急電鉄株式会社様が運営するインキュベーション施設

『ＧＶＨ ＃５』において『推薦機関』として登録いたします。今後、関西地域の活性化を目指す企

業同志として、同分野においても連携を深めてまいります。

① CS本部組織（『営業企画部』、『営業推進部』）の統合整理、『営業店サポート室』の新設

これまで、ＣＳ本部内における企画業務を『営業企画部』、推進業務を『営業推進部』として役割

を分担しておりましたが、お客様からのご相談窓口である『営業店』へのサポートを強化するため、

『営業統括部』として両部を統合・スリム化を図った上で、『営業統括部』内に『営業店サポート室』

を新設いたします。

『営業店サポート室』は、営業店における推進企画業務の総合サポート窓口として、『営業店』と

の連携促進を図ります。

3. 実施日

平成 27 年 5 月 1 日（金）

➢ＣＳ本部組織の統合、及び『営業店サポート室』の新設 



Ⅱ．池田泉州ホールディングス

1． 本部組織変更の目的

長期経営計画に掲げる重点戦略である『収益力の拡大』及び『強靭な企業体質の確立』を遂行し、計画の

達成をより確実なものとするため、企画部内の組織を一部変更いたします。

当社は、平成21年10月の設立以来『開かれたホールディングス』として、独立系金融グループとしての強

みを生かし『アライアンス戦略』を推進してまいりました。平成 25 年 9 月には、東海東京フィナンシャル・ホー

ルディングスとの共同出資により設立した池田泉州ＴＴ証券が営業を開始し、昨年12月には、シンクタンク機

能を有する自然総研を池田泉州銀行から当社の傘下に再編することで、池田泉州ＴＴ証券の顧客にもサー

ビスを拡大いたしました。当社はこれからもグループの提案力、総合力を向上させてまいります。

2． 本部組織変更の内容

既存の業務に加え、規制緩和を睨んだ新たな事業領域の発掘やアライアンス先の発掘に関する情報収

集、体制整備等の検討を行います。

また、同様に、池田泉州銀行企画部『関連会社グループ』を、『イノベーション推進グループ』に改称し、当

社グループ内での連携を強化いたします。

3. 実施日

平成 27 年 5 月 1 日（金）

以上

➢ 企画部内『関連事業室』を『イノベーション推進室』に改組 
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